
代表取締役 土方  康平さん(左)、雇用就農資金令和４年度第３回研修生  古江  健二さん

  代表取締役の土方さんは、 2020年11月、同じ IT企業に勤めていた仲間4人と一緒に日

南市で農業法人を立ち上げ、ズッキーニの生産を開始。現在ハウスで8０a、露地で1haを経

営。今後は、長野県での生産拡大計画を進め、2～3年でズッキーニ生産量日本一を目指すと

ともに、串間市で焼酎用甘藷の栽培も計画している。昨年の台風被害の復旧にクラウドファン

ディングによる支援を充てるなど、発想が豊か。

土方さんは「とにかく良いものを作れば売り先は見つかる。まずは、土づくりや生産技術の

向上などおいしい物づくりに力を注ぎたい」と語る。土方さん自身がバドミントン選手だった

こともあり、「選手生命は短いので、その後の働き場所としてこの会社が受け皿となれば」とも

話す。
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宮崎県農業会議会長あいさつ

市町村農業委員会事務局及び農業委員、農地利用

最適化推進委員の皆様におかれましては、日頃から

農業委員会活動並びに地域農業の振興にご尽力をい

ただいており、厚く御礼申し上げます。

本県農業の現状は、農家の減少や高齢化、遊休農

地の増加等のほか、生産資材・飼料等の高騰による

農業経営の影響などが大きな課題となっております。そのような中、今年の４月には改正農業

経営基盤強化促進法が施行され、市町村は地域の将来の農業の在り方や農地の利用に関する目

標等を定めた「地域計画」を策定することとなり、農業委員会においてはその中心となる「目

標地図」の素案作成が求められています。

農業委員会事務局におかれましては、農業委員会の役割が大きく変化する中で、業務量が増

加しご負担をお掛けいたしますが、「地域計画」は地域の将来に向けた大変重要な取組であり、

関係者皆で真剣に議論するチャンスでありますので、我が地域の将来のために主体的に取り組

んでいただきますようお願いいたします。

農業会議としましては、農業・農村現場で頑張っておられる農業者や住民の方の思いを受け、

明るく希望の持てる農業・農村の将来が展望できるよう、皆様と共に、農業委員会活動をしっ

かりと支援させていただきながら地域の課題解決に取り組んで参りたいと存じます。

一緒になって頑張って参りましょう。よろしくお願いいたします。

一般社団法人 宮崎県農業会議 会長 松田 実

みやざき農業会議だより



農業会議・常設審議委員会
女性ネットワーク関係

全国・ブロック・
農業委員会会議等

研修会等
農業者年金
関係

6月
常設審議委員会(12) 理事会(12)
通常総会(26)

全国農業会議所通常総会
(30)

農業委員会ｻﾎﾟｰﾄｼｽﾃﾑ研修会(13,16)
雇用就農資金説明会・研修会(19)
移動農業会議（上半期）（６～９月）

7月
常設審議委員会(12) 臨時理事会  (12)
女性ネットワーク監査会(4)・理事会(12)

タブレット操作研修(10)
農地実務担当者研修会(24,25)

8月
臨時理事会(8) 常設審議委員会(16)
臨時総会(25)
女性ネットワーク総会・研修会（24）

新任農業委員・推進委員研修会（県南
（18）、県央（23）、県北（25））

農業者年金加入
推進特別研修会
(8)

9月
常設審議委員会(13) 臨時理事会(13)
女性農業委員初任者研修会(全国)

都道府県事務局長会議(5)
九州沖縄会長・局長会議

農業法人設立セミナー

10月
常設審議委員会(16)
県及び県議会への要請活動等

都道府県農業会議会長会議
(12)

農業委員・推進委員ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修
雇用就農資金説明会・研修会（24）

11月
常設審議委員会(14)
九州沖縄女性委員研修会

全国農業委員会会長代表者
集会(30～31)

農業委員等全体研修会(8)
農業委員会会長・事務局長会議(14)

農業者年金加入
推進セミナー（全
国）

12月
常設審議委員会(13)  理事会(13)
女性ネットワーク理事会

1月
常設審議委員会(16)
女性農業委員研修会(全国)
女性ネットワーク研修会

移動農業会議（下半期）（１～２月）

2月
常設審議委員会(13) 都道府県事務局長会議(6)

都道府県会長会議(14)
農業委員会局長会議(13)
雇用就農資金説明会・研修会（19）

3月
常設審議委員会(13) 理事会(22)
女性農業委員活動ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ(全国)

全国農業会議所臨時総会
(19)

みやざき農業会議だより

【事業方針】

農業・農村の現場においては、担い手の減少や高齢化が進行し、集落の存続に関わる事態が危ぶまれる
中、生産資材や肥料等の高騰により農業経営は厳しさを増しており、生産コストを販売価格に転嫁できな
い構造のあり方や海外に依存しない食料安全保障の強化などの見直しが求められている。

このような状況を踏まえ、農地利用最適化業務の更なる推進と成果及び活動の目標設定から記録、点
検・評価など農業委員会活動の見える化を進めるとともに、令和５年４月施行の改正農業経営基盤強化促
進法による「地域計画」の策定に向けた話し合い等への参画や、「目標地図」の素案策定を行うこととなる
が、多様な農業を担う者を含めた将来の地域農業のあり方や農地利用の目標・方向などについて、農業委
員会組織が自らの課題として意欲的に取り組むことが重要である。

農業会議としては、農業委員会組織に課せられた使命を着実かつ適正に果たしていくため、その役割を
発揮し、関係する農業機関・団体との連携のもと、以下の６つの事項について計画的な事業の推進を図る
こととする。

１ 「地域の農地を活かそう！新・みやざき農地利用の最適化運動」の推進
２ 担い手・経営対策の推進
３ 政策提案活動等の推進
４ 改正農業経営基盤強化促進法等の施行に伴う取組支援と農業委員会サポートシステムの活用促進
５ 農業者年金の加入推進と管理・運営支援
６ 情報提供活動の推進

【組織運営】

○役員構成 会長１名 副会長２名 専務理事１名 理事８名 監事２名
○事務局体制

専務理事兼
事務局長

事務局次長
(総務担当)

事務局次長
(農政担当)

(兼)
総務課長

農政課長

課 員

課 員



条例
定数

実数

性別 年代別 新任・再任別

男 女 30代以下 40代 50代 60代 70代以上 新任 再任

農業委員 321 319 266 53 2 13 41 140 123 127 192

農地利用最適化
推進委員

331 328 303 25 5 15 37 134 137 146 182

合 計 652 647 569 78 7 28 78 274 260 273 374

現在、県内では農業委員３１９名、農地利用最適化推進委員３２８名の計６４７名の皆様に活躍い
ただいています。そのうち女性委員は、７８名で１２．１％です。

【宮崎県内農業委員・農地利用最適化推進委員の状況（令和５年４月27日現在）】

みやざき農業会議だより

【市町村農業委員会事務局体制（専任・兼任別）】

（注）会計年度任用職員・臨時職員等は含まない。 （令和5年4月現在）

専任 兼任 専任 兼任 専任 兼任

宮崎市 1 1 14 14 15 15 0 支所（佐土原、田野、高岡、清武）

国富町 1 1 2 2 3 0 3

綾町 1 1 2 2 3 2 1

日南市 1 1 4 4 5 4 1

串間市 1 1 4 4 5 5 0

都城市 1 1 14 14 15 15 0 支所（山之口、高城、山田、高崎）

三股町 1 1 2 2 3 2 1

小林市 1 1 7 6 1 8 7 1 庁舎（須木、野尻）

えびの市 1 1 5 5 6 6 0

高原町 1 1 4 2 2 5 2 3

西都市 1 1 4 4 5 5 0

高鍋町 1 1 3 3 4 4 0

新富町 1 1 3 2 1 4 3 1

西米良村 1 1 2 2 3 0 3

木城町 1 1 2 2 3 2 1

川南町 1 1 3 3 4 3 1

都農町 1 1 2 2 3 2 1

延岡市 1 1 9 6 3 10 7 3 支所（北方、北浦、北川）

日向市 1 1 3 3 4 4 0

門川町 1 1 3 2 1 4 2 2

美郷町 1 1 2 1 1 3 1 2

諸塚村 1 1 1 1 2 0 2

椎葉村 1 1 1 1 2 0 2

高千穂町 1 1 2 1 1 3 1 2

日之影町 1 1 2 1 1 3 1 2

五ヶ瀬町 1 1 1 1 2 0 2

計 26 10 16 101 83 18 127 93 34

事務局長 事務局職員（事務局長除く） 計
市町村名 備考



みやざき農業会議だより

宮崎県農業会議は、「農業委員会の皆さんが日頃
抱えている思いや課題を直接お聞きしたい！」と
令和４年度から職員一同で県内すべての農業委員
会を訪問する「移動農業会議」を始めました。
今年度も実施します。
ぜひ皆さんのお話をお聞かせ下さい。

上半期（6～7月）

テーマ

○農業委員会による最適化活動の推進（ガイドライン）
について

○人・農地プランの法定化（地域計画）
○その他情報提供
雇用就農資金・農業者年金・全国農業新聞・図書

各委員会ごとに実施

テーマ

○ガイドラインの進捗状況について
〇農業経営基盤強化促進法・中間管理機構法改正に

伴う農業委員会活動について
〇農業委員会サポートシステム・タブレットについて
○その他情報提供

雇用就農資金・農業者年金・全国農業新聞・図書

講師依頼、受付中！
宮崎県農業会議では、各種講師依頼をお受けしています。

など…

お気軽にご相談ください。

総会の後に
勉強会を
したいな…

地域計画

農業者年金

新聞

図書

サポート
システム

タブレット

下半期（1～2月） 各ブロックごとに実施

令和４年度は年２回実施しました



みやざき農業会議だより

タブレットを使うと得られるメリット

農地の利用状況調査にも活用できます

農地関係業務の中でも、農地の利用状況調査等の現地確認は大きな負担。

現地調査業務では、こんな課題があります。
① 紙地図による現在地や境界の把握
② 写真の記録や管理
③ 紙地図で記入した情報をシステムへ手入力

→タブレットによる現地確認アプリの活用と農業委員会
サポートシステムとの連携により、上記課題を解決

紙の地図では現在地の把握が
困難

現状は一枚の農地にしか見えず、
境界が不明

GPS機能で確認すると、現在地、
2枚の農地であることが把握可能

大量の写真を整理するのは
多大な労力

農地の写真は見分けにくく、写真
だけではどの農地かの特定が困難

現地で撮った写真が農地と結びつ
くことで、管理労力を大幅に削減

課題① 紙地図による現在地や境界の把握

課題② 写真等の記録とその管理

〈利用状況調査〉 〈地域計画〉 〈最適化活動関係〉

・集計作業の簡略化 ・意向把握結果集計作業の簡略化 ・事務局の入力負担軽減
・紙の地図の省略 ・現状地図、目標地図の素案の作成 ・活動記録の自動入力
・正確な位置情報の取得

eMAFF現地確認アプリ（開発済み） ワンデスクシステム（開発中）

→利用状況調査結果の入力
→農地の写真のアップロード
などができます

農業委員会サポートシステム

利用状況調査
（遊休農地）の
報告様式により
出力

年齢や意向等別に
自動で色別表示

意向等を元にシ
ミュレーション
等しながら目標
地図を作成

タブレットの利用状況
と連動して自動入力
連動できない項目もタ
ブレットから入力

利用状況調査 現状地図 目標地図 活動記録簿

写真やタブレットの画面はデモ機での現地実証時のもの

タブレット導入のメリット



○ タブレットによる意向把握がスムーズに行えるよう、タブレット上の調査項目は国が統一的に設定
○ タブレットの入力画面は、選択ボタンを押すだけで次の画面に移行するタッチパネル方式

タブレットによる活動記録簿の入力（イメージ）

○ タブレットを活用して最適化活動を行うことで、活動内容が活動記録簿に自動で反映
○ 個々の推進委員等による活動実績が所定様式に自動集計

みやざき農業会議だより

意向把握に係るタブレットの操作画面（イメージ）

意向調査項目

○今後の経営意向

（規模拡大・縮小等）

○規模拡大・縮小の時期

○規模拡大・縮小の面積

○規模拡大・縮小の方法

（売買・賃貸借等）

○後継者の有無

○農作業委託の利用状況

など

①意向調査対象者を選択
(氏名、農地情報などの基本情報は自動登録済み)

②経営に関する意向の入力を選択

③選択肢に応じて次の入力画面に自動移行

ワンデスクシステム ワンデスクシステム

ワンデスクシステム ワンデスクシステム

宮崎県では、令和４年度に２０委員会が合計２１６台のタブレットを導入しました。
タブレットを使って、現地確認や意向把握、活動記録簿の入力など、さまざまなことができるようになります。
まずは電源を入れて、タブレットを触ってみましょう！



農業会議 職員紹介

役職
氏名

主な担当業務
コメント

役職
氏名

主な担当業務
コメント

専務理事兼
事務局長

外山 直一

農業会議事務局の総括
事務局次長
（総務）

兼総務課長

濵砂 俊朗

・事務局の総務全般の総括
・総会・理事会及び役員・
常設審議委員

農業委員会を取り巻く情勢を
しっかりと捉え支援させて頂
きます。

皆様が気軽に立ち寄れるよ
うな明るく頼られる農業会
議を目指し努力して参りま
す。

事務局次長
（農政）

佐田 秀樹

・農政業務の総括
・農業委員会法及び農地法、

基盤法等
・会長事務局長会議 総務課

主任主事

田村 裕子

・出納、会計
・みやざき農業委員会女
性ネットワーク

本ネットワークは年2回研
修会を開催します。より
よい情報と楽しい交流の
場が提供できるよう努め
て参ります。女性委員の
皆様、ぜひご参加下さい。

農業委員会、農地に関するこ
となど気軽に相談下さい。農
業委員会活動を支援いたしま
す。

総務課
主事

斎藤 静也

・常設審議委員会
・叙勲・褒章・農業委員表彰
・総務事務全般 総務課

嘱託職員

酒井 幸恵

・全国農業新聞・図書の購
読者管理

気軽に相談できるような環境
を目指し努めて参ります。よ
ろしくお願いします。

少しでも皆様のお役に立て
るように頑張って参ります。
よろしくお願いします。

農政課長

吉野 弘樹

・農政業務・事業の管理
・農業委員会活動の支援
・農地等に関する調査

農政課
課長補佐

甲斐 寛

・担い手関係業務
・農業委員会ｻﾎﾟｰﾄｼｽﾃﾑ、
ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

・農業委員等及び事務局
の研修関係

４月に県から着任しました。
不慣れで戸惑っていますが、
皆さまから信頼されるよう、
頑張ります。

農業委員会の業務が少し
でも円滑に進んでいくよ
う、微力ながら支援させ
ていただきます。

農政課
主 事

木宮 香織

・農業者年金
・全国農業新聞・図書
・田畑売買価格・農作業料金

・農業労賃調査 農政課
嘱託職員

佐藤 まり

・雇用就農資金事業（農
の雇用）

・各事業の事務補助

農業委員会の皆さんの業務の
お役に立てるよう努めてまい
ります。
お気軽にご連絡ください。

日々勉強しながらの業務
ですが、少しでも皆様の
お力になれるよう、精一
杯頑張ります。

農地利用最適化
相談員

岩永 修一

・農地利用最適化の推進
・情報の収集、提供 農地利用最適化

支援員

猪股 敏雄

農業委員会サポートシステ
ムの利用推進

サポートシステムやタブ
レットの利用について、皆
様のお力になれるよう努め
てまいります。よろしくお
願いいたします。

農業委員会と農業会議の架け
橋になりたいと思っています。

令和５年度の宮崎県農業会議職員体制です。

農業委員会の皆さんとの関わりを大切に、

業務に取り組んでまいります。

ぜひお気軽にご相談ください。

みやざき農業会議だより



みやざき農業会議だより



みやざき農業会議だより

宮崎県の令和４年度の新規加入者は61名（うち39歳以下37名、女性20名）でした。
令和５年度の新規加入目標は93名（うち39歳以下61名、女性45名）です。
地域の農業者の皆さんが安定して老後生活を送れるよう、まずはこの農業者年金を知って

いただきましょう。今年度も加入推進へのご協力をお願いいたします。

各種研修会や戸別訪問など、農業者の皆さんへのＰＲにご利用ください。
各農業委員会へ配布しておりますが、追加をご希望の際は宮崎県農業会議まで。

一般向け 女性向け 39歳以下向け 節税 パンフレット
（8ページ）

受給者の皆さんには、農業者年金基金から郵送で現況届が送られ、６月中に農業委員会
に提出していただくこととなっています。

この現況届は、受給者の生存を確認し、経営移譲や経営継承した方の場合は支給停止事
由に該当していないかを確認するためのものです。

未提出の場合には年金が一時ストップすることがありますので、必ず提出していただき
ましょう。

Q. 受給者が亡くなって
 いるとき

Q. 支給停止事由に
 該当しているとき

現況届
Q&A

Q. 受給者が他市町村に
 転居しているとき

Q. 現況届の用紙を
 なくしてしまった･･･

Q. もし現況届が
 提出されなかったら?

A. 現況届の提出は不要です。
 最寄りのJAに死亡関係届出
 書を提出していただくよう
 ご遺族に依頼してください。

A. 現況届は提出せず、支給
 停止事由該当届を提出し
 ていただきましょう。

A. 現況届は現住所地の農
 業委員会に提出します。
 その際、現住所の最寄
 りのJAに住所変更届出
 書の提出を促してくだ
 さい。

A. 基金から農業委員会に送付
 している手書き用の現況届
 をお渡ししてください。
 不足する場合は記録管理シ
 ステムから出力できます。

A. 9月末までに基金に現況
届が提出されなかった受
給者の年金は、11月の定
 期支払分から支払差止め
 となります。
 現況届は必ず提出して
 いただきましょう。



新刊と、まもなく刊行の全国農業図書

農業委員会活動のための図書が多数刊行されています。
今年度も新しい図書が刊行予定ですので、ぜひご活用ください。
ご予約も受け付けています。
お問合せは宮崎県農業会議（TEL 0985-73-9211）まで！

農業委員・推進委員活動マニュアル

R05-07
定価660円
5月31日刊行

新刊

農業委員・推進委員に必要な知識を
網羅した一冊。地域計画の進め方も
紹介しています。
農業委員会の基礎知識や活動内容に
ついてわかりやすく説明した必携図
書。

６月刊行

テキスト１ 農業委員会制度
R05-16 定価390円
テキスト２ 農地法
R05-17 定価480円
テキスト３ 農地関連法制度
R05-18 定価330円

農業委員会研修テキスト

７月刊行

2023年度 農業委員会業務必携

R05-10
定価1,490円

最重要必携図書として毎年度刊行する
農業委員・推進委員必読の書籍。
農業と農業委員会活動をめぐる動き、
農業委員会の業務内容、活動事例を収
録しています。

全国農業新聞は、農業委員会活動に役立つ新聞として発行されて
います。
農業経営基盤強化促進法等の改正により、地域計画策定に向けた

目標地図の素案作成など、農業委員会に求められる役割はますます
大きくなっています。
この新聞には、農業委員会を取り巻く情勢や、他県の農業委員会

の取り組みなど、さまざまな情報が掲載されています。
まずは、全国農業新聞を広げてみましょう！そして、戸別訪問の

万能資料としてもご活用ください。

オンライン講座を無料で視聴

全国農業新聞ホームページ内にある「スタディ

あぐり」で開設しているインターネット講座「複
式農業簿記」と「青色申告」の全１６講座（購読
者以外は１講座4,000円）を無料視聴できます！

マッチングアプリと提携

全国農業新聞の新規購読者には農業特化型の婚

活・恋活マッチングアプリ「あぐりマッチ」への
３ヶ月の登録料が無料になります！

お相手を探している方はぜひ♡

全国農業新聞購読者の特典

みやざき農業会議だより

※表紙写真は現行版

※表紙写真は2022年度版



みやざき農業会議だより

こちらのポスターを各農業委員会にお送りしました。
ぜひ掲示していただくようお願いします。

今年度、１回目のみやざき農業会議だよりです。
昨年度も新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた１年間でした。感染予防対策を徹底したり、必要

に応じて会議や研修会はWebを活用したり、なんとか活動できるよう誰もが試行錯誤しながらの１年だったの
ではないでしょうか。
引き続き感染予防に努めながらではありますが、新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行され、対面

での集まりも徐々に増え、日常が戻りつつあるように感じます。皆さんとお会いできる機会が増えるのを職員
一同楽しみにしております。

編集後記

一般社団法人 宮崎県農業会議
〒880-0913 宮崎市恒久1丁目7番地14 TEL 0985-73-9211 FAX 0985-52-1102
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